
首都圏における展開について1
　在学生就職支援を軸に学生募集活動や公開講座（REC
コミュニティカレッジ東京）等を含む大学広報を主たる事
業に据え、東京丸の内に東京オフィスを設置しているとい
う立地利便性を最大限活用し、本学が有する経営資源を訴
求し、更なる知名度の向上を目指す。また、高等教育に関
連する行政官庁等から大学運営に資する有益かつタイムリ
ーな情報収集に尽力し、東京オフィスの存在価値を高めて
いく。
◯�就職支援に伴う首都圏企業に関する採用情報収集
　首都圏における公的な学生職業支援機関（学生職業総合
支援センターや東京商工会議所等）からの雇用関連情報の
収集をはじめ、キャリア開発部との密接な連携のもと、企
業の新規開拓や情報提供機能等の向上をはかりつつ、就職
活動に関する支援拠点としてのさらなる機能強化に努め
る。
◯�入試広報・学生募集の推進
　首都圏において、特色ある学生選抜を実践している大学
の訪問・情報収集を行い、学生募集政策の一助とする。独
自入試イベントについても、タイムリーなテーマに特化し
つつ、さらに内容の充実を図る。また、大学広報と併せた
出願促進、入試制度の浸透に向けて、入試部との連携のも
と、首都圏の大手予備校や地元有名予備校、高等学校への
訪問活動を推進し、更なる認知度向上に努める。
◯�校友会支部組織・卒業生との交流
　大学の重要な支援団体である校友会東京支部、神奈川県
支部開催行事（総会、イベント等）に対する協力や校友会
員拡大に向けた情宣活動等、関係強化と活性化を図る。
◯�行政官庁からの情報収集
　文部科学省中央教育審議会からのタイムリーな情報収集
や、京都府及び京都市東京事務所等との日常における情報
交換をはかり、円滑な相互交流を実現していく。

大阪における展開について2
　大阪梅田キャンパスでは、大阪梅田という立地を最大限
活用した様々な施策を実施する。本キャンパスでは、大阪
地域における①在学生・卒業生に対するキャリア・就職活
動支援の実施、②エクステンション事業の推進、③入試広
報活動の展開、④大阪梅田キャンパスの施設を活用した「講
演会・学会・研究会」等の開催を事業の柱として展開する。
本学の特色ある多様な事業展開を実施することで大阪地域
における知名度向上とブランドイメージの構築を目指す。
◯�キャリア・就職活動の支援

　「就職に強い大学」の実現を目指すべく、大阪地域にお
ける就職活動支援を一元的に行うとともに、模擬面接・模
擬グループディスカッション等の各種就職支援を積極的に
実施する。（利用学生数はのべ15,000名程度を想定してい
る。）あわせて大阪梅田キャンパスで開催する企業セミナ
ー（年間約220社）を開催し、学生と企業のマッチングを
図る。また、各都道府県と共催した、U・Iターン事業を
展開することで、近畿圏以外の求人情報の収集や企業開拓
を積極的に行う。
◯�エクステンション活動
　大阪地域の住民を対象としたエクステンション活動とし
て、「仏教」「こころ」「文化」「歴史」「文学」のテーマを
はじめ、龍谷大学の特色を活かした豊富なジャンルの生涯
学習講座（約60講座）を開催する。また、他大学や他機関
の大阪府内における生涯学習事業を調査し、地域ニーズに
応じた講座の開発を行う。あわせて、新たな受講者層獲得
手段として、企業で働く社会人を視野に入れた講座の開発
を行う。産官学連携としては、昨年度に引き続き、本学卒
業の経営者層を対象とした『龍谷大学経営者ビジネスミー
ティング』等の異業種交流会を実施し、卒業生ネットワー
クの構築を行うことで産学連携事業の新たな展開を図る。
また、他大学における大阪サテライトの調査・分析や、ク
リエイション・コア東大阪との役割分担を明確にすること
で、大阪梅田キャンパスの積極的な活用展開を図る。
◯�入試広報活動
　アクセスの良さを生かし、学校帰りの受験生や仕事帰り
の保護者を対象とした入試相談会を充実させるとともに、
入試部と大阪梅田キャンパスをskype（インターネット回
線を利用）で結ぶことで、随時、入試相談を行える環境を
構築し運用する。また、10月以降は、入試直前対策講座を
実施することで、受験生との接点を強化し、囲い込みを行
い、本学への志願を固めるとともに、併願を増やし出願者
数増に結びつける。さらに、志願者に優位な進路指導が行
えるよう、大阪府内全域および近隣府県の高校、塾・予備
校の教職員向けに、本学における入試制度や新たな取り組
みへの理解度を高める入試説明会を実施する。あわせて、
大阪府下の高校、塾・予備校の受験者志望動向をリサーチ
し、定期的に訪問するなど良好な関係の強化に努める。
◯�講演会・学会・研究会等の実施
　大阪梅田キャンパスの貸出対象施設となっている、「研
修室」・「セミナールーム」において、各種講演会・学会・
研究会・研修会等の開催を支援する体制を整える。
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